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 新型コロナウイルス感染症については、依然として流行が続いてお

り、神奈川県内においても、県民、事業者、医療機関をはじめ関係機

関が一丸となって、感染拡大防止のための取組を行っております。 

在日米軍基地に関する新型コロナウイルス感染症対策に関しては、

平成 25 年の日米合同委員会合意に基づき、日米の衛生当局間で情報

交換が行われ、また各基地においても、米軍人等の行動制限など感染

防止に努めてきたと承知しています。また、本年７月には、在日米軍

において基地ごとの感染者数の公表が開始され、その後、在日米軍基

地を通じて入国する全ての人員について、検査を実施することが発表

されました。 

このように米軍において、その時々の状況に応じ対策を強化してき

たことは、一定の評価をいたします。一方で、新型コロナウイルス感

染症対策に関しては、沖縄県の米軍基地で大規模な感染が明らかにな

るなど、引き続き予断を許さない状況も続いています。本県は、都市

部の人口密集地域に多くの基地が所在し、県民の安全と安心を確保す

るうえで、在日米軍基地における感染防止の取組は非常に重要です。

国におかれては、これまで発生した事態や対策をしっかりと検証し、

在日米軍基地における新型コロナ感染症対策について、常に最善の措

置が取られるよう、改善を図っていく必要があります。 

つきましては、次の事項について、早急に実施するよう強く要請い

たします。 

 

 

１ 国の責任において、これまでの取組の状況を検証し、必要な対策

が迅速に取られるよう米側に働きかけること。 

沖縄県の米軍基地での感染拡大のような事態は、本県においても

発生しえるものであり、国におかれては、他県で生じた事態も含め、

米側の取組の状況をしっかりと検証し、新たな対策が必要となった

場合には、迅速に実施されるよう、継続的かつ積極的に米側に働き

かけを行うことを求めます。 

 

 

 

 



 

２ 現行の日米合同委員会合意について、関係自治体相互の情報共有

に関して、現実に即した運用が可能となるよう、早急に枠組みを整

備すること。 

現在、平成 25年の日米合同委員会合意に基づき衛生当局間の情報

共有が行われていますが、米側から提供された情報について、県と

保健所設置市、基地関係市との間でどこまで共有が可能なのか不明

です。現行の日米合意について、関係自治体相互の情報共有に関し

て、現実に即した運用が可能となるよう、日米間で早急に枠組みを

整備することを求めます。 

 

 

３ 駐留軍等労働者の感染防止対策に万全を期すこと。 

  本県には、12の米軍基地に、全国でも最多レベルの 9,000 人以上

もの駐留軍等労働者が勤務しています。この方々の安全を守るため、

感染防止対策に万全を期すことは国の重要な責務です。日米間でし

っかりと連携し、駐留軍等労働者の方々の感染防止対策に努めるこ

とを求めます。 


